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【要旨】 

日本の食品企業が、プラザ合意による急激な円高を背景として本格的に海外に進出し始めておよ

そ 30 年が経過した。日本の伝統食品である味噌業界でもさらなる市場拡大を目指して大手メーカー

が海外に進出している。この状況の中で、味噌の中小メーカーはグローバル化にいかに対応してい

るのであろうか。本研究では、広島県府中市の伝統食品である府中味噌を事例として、食のグロー

バル化が味噌メーカーに及ぼす影響とそれへの対応の実態を明らかにする。また、全体像を把握す

るために日本の味噌の生産や輸出の現状、大手メーカーの動向についても検討した。その結果、国

内の味噌生産量は年々減少しており、国内市場が縮小していることがわかった。一方で海外への味

噌輸出量は、健康志向による日本食ブームなどによって富裕層を中心にアジアと欧米で需要が伸び

ていた。国内では大手味噌メーカーによる生産シェアが増加しており、味噌業界における寡占化が

浮き彫りとなるとともに、これら大手企業は新たな顧客獲得のために海外に進出していた。こうい

った中で、府中味噌メーカーは大手メーカーと市場競合しないようにこれまで以上に品質を重視し

た経営方針を打ち出し、グローバル化に適応していた。また、府中味噌メーカーは海外市場に進出

した企業とできない企業とに分化しつつ、海外進出しない企業は地元とのつながりの強化を図るこ

とで生き残りを模索していた。 
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1. はじめに 

 

世界経済におけるグローバル化が叫ばれ

て久しい。ヒト、モノ、カネ、情報が国境を

超え、世界との結びつきが強くなっている。

これは、私たちの身近な食においても非常に

大きな影響を与えてきた。消費者は、様々な

海外の食品を安価で容易に入手できるよう

になった。その一方で、日米農産物交渉によ

って 1991 年に牛肉やオレンジが自由化され

たことに始まり、1999 年にはコメの輸入制限

措置を撤廃し、輸入関税化が開始された。

2014 年現在では、環太平洋戦略的経済連携協

定(TPP)への参加をめぐり、日本が関税撤廃の

例外としたいコメや牛肉などの農産品重要 5

項目の扱いによっては、国内農業や農産物へ

の打撃が懸念されている。日本の農業は、こ

れまでにない世界の自由貿易化の波に直面

している。 

 農産物や食のグローバル化をめぐっては、

これまでに地理学においても多くの蓄積が

みられる。グローバル化そのものが一部の巨
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大企業によって主導されていることもあり、

輸入農産物急増による国内農業への影響が

注目されてきた。川久保(2007)はこれまでに、

経済環境の大きな変化の下での柑橘産地の

再編に関する一連の研究を行っている。なか

でも、オレンジ自由化がもたらした産地への

影響を加工向けみかんの産地において調査

し、廃園や放棄園が増加し営農環境が悪化し

たことを明らかにした(川久保 1996)。また、

宮地(2003)は、輸入ねぎが国内産地に価格低

下という形で影響を与えたこと、輸入ねぎの

品質向上により国産ねぎとの差別化が困難

になっていることを指摘している。グローバ

ル化が引き起こす弊害としては、国内農業や

産地の持続性の危うさが指摘されることが

多い。そのため高柳(2004)、林(2009)、深瀬

(2013)、のように、産地が安価な輸入農産物

に対抗するための手段や課題を明らかにし

た研究も多くみられる。林(2009)では、産地

の枠組みを越えて組織として管理・生産体制

を整えることで、グローバル化に対応する可

能性を論じている。 

 一方で、グローバル化に対応する日本のア

グリビジネスの海外進出に焦点をあてた研

究がある。後藤(2002)は、カゴメを事例とし

て原料を海外で調達する戦略がとられてい

ることや海外提携先が多元化していること

を指摘している。また、高(2010)は、中国に

進出した加ト吉を事例に原料の調達の構造

を明らかにし、販売先が次第に日本から中国

国内市場向けに変化していることを明らか

にしている。これらにみられるように食品企

業は、安価な人件費や原材料を獲得すること

によるコストダウンを図るため、海外に生産

拠点を移設する傾向が強い。 

日本の食品企業におけるグローバル化は、

1957 年からアメリカ合衆国、東南アジア、オ

セアニアが主な進出先として小規模ながら

も進みつつあった(後藤 2011)。1985 年のプラ

ザ合意による急激な円高を背景として、日本

の食品企業は海外進出を進めた。当初はタイ

への海外進出が顕著であったが、人件費と輸

送面でのコストの安さや将来の経済成長へ

の期待から、1990 年代以降は中国への進出が

増加した。近年では、BRICs の次世代モデル

である VISTA の国々への進出が増加しつつ

ある。海外進出を果たした食品企業は製品を

大量生産し、商社と提携することでより一層、

低価格で大量販売することに傾倒している。 

一方で、グローバル化に対応できず高価

な国内原料のみに依存する生産ラインをも

ち、販売規模が小さい食品企業は、価格競

争に対抗できず営業規模の縮小や廃業を迫

られている。このようにグローバル化は、

企業規模によって新たな課題を生み出して

いる。本研究では、日本の伝統食品である

味噌を取り上げ、味噌の輸出の動向から世

界の味噌の需要の変化を考察する。また、

広島県府中市の府中味噌を事例として、地

元の中小企業におけるグローバル化への対

応の実態を明らかにすることを目的とする。

調査方法は、文献調査および、聞き取りに

よる現地調査である。現地調査は、2012 年

10～11 月と 2013 年 8～9 月に実施した。 

 

 

2. 日本における味噌の利用と生産 

 

 日本では古くから多湿の気候を生かした

発酵技術を確立し、味噌や醤油、日本酒や漬

物などといった食品加工に応用してきた。味

噌は朝鮮から日本に渡来し 1)、今日の日本の

食文化に欠かせないものになっている。図 1

に日本の味噌の生産量の推移を示した。全体

的に高度経済成長期以降、生産量は右肩下が

りになっている。1968 年には全体の 31.8%が

農家による自給だったのに対し、30 年後の

1998年にはその比率は 2.9%にまで減少した。

味噌は、古くは「未醤（未だ醤にならず）」

と記されたことからもわかるように、近世か

ら醤油醸造業において醤油とともに生産さ

れてきたという歴史がある(井奥 1999)。醤油

は早い時期に商品化されたのに対し、味噌は

20 世紀になっても都市部を除いては自家製

味噌が主流であった(平野 1985)。戦時中、味

噌は兵士の栄養補給として扱われたほか、高
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級な米味噌は冠婚葬祭で出されていた。しか

し、高度経済成長期以降は食が多様化したこ

と、生業やライフスタイルの変化によって、

姿を消していった。農家による自給と同様に、

工業生産としての味噌も食の外部化ととも

に微減傾向にある。このように、味噌は次第

に生産と消費が分離したと同時に、生産量そ

れ自体も減少し続けている。               

 味噌は各地域でそれぞれ発展してきた歴

史があり、食される味噌は地域によって原料

も味も異なる。しかし、味噌の種類別出荷量

をみると、全国的には米味噌の割合が 80％前

後と高く、麦味噌や豆味噌はいずれも 5％程

度にすぎない(全国味噌工業協同組合連合会 

2012)。調合味噌は、1970 年代末期より飛躍

的に増加したが、2000 年以降は 10％程度に

落ち着いた。近年では、健康ブームによって

米麹味噌に人気が集まり、米味噌が増加する

傾向にある。 

 これらの味噌を製造する業者は、全国に

1,000 ほど存在しているが、これらは淘汰さ

れつつある。1994 年には味噌製造業上位 10

社の生産シェアは 43.8%であったのに対し、

2000 年には 48.6%、2008 年には 58.6%に増加
2)している(菊地ほか 2012)。このことから、

味噌業界においてもマルコメやハナマルキ

を筆頭に寡占化が進展しているといえる。醤

油製造業においても大手製造業者の台頭が

指摘されており(大矢 2003)、伝統食品製造業

における零細性や地域性が薄れてきたこと

が見て取れる。 

 

図 1 日本における味噌生産量の推移（1968-2007 年） 

（農林水産省「食糧需給表」より作成） 

注．1998 年以降は工業生産部門と農家自給に分けたデータがないため合計値。  
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3. 海外における味噌の需要の動向 

 

 国内での味噌消費量が落ち込んでいる一

方で、輸出量は増加の一途をたどっている。

財務省日本貿易統計によると、1977 年には

1,012t であった味噌輸出量はおよそ 10 年後

の 1986 年には倍になり、さらにその 10 年

後には 3 倍に達した。2000 年代に入るとそ

の増加率は高くなり、2010 年には 10,000t

を突破している。図 2 は、2000 年代の味噌

輸出量の上位 10 か国・地域の推移を詳しく

示したものである。これによると、日本の

味噌が世界の至る国に流通していることが

わかる。特にアメリカ合衆国への輸出が多

く、次いで近場の韓国、台湾が続く。これ

ら 3 か国は 2000 年代初めから安定して味噌

の需要があるが、この 10 年で総輸出量に占

める各国の輸出割合は、アメリカ合衆国が

10％も低下している。一方で、4 位のタイは

4.9%、9 位のフランスは 2.4%もその割合を

伸ばしている。 

 次に、図 3 に 2012 年の地域別の輸出量の

割合を示した。海外に輸出される味噌の 4

割がアジアと北米に流通している。欧米と

アジア地域のみで 9 割を占めている一方で、

アフリカや中南米、中東のように味噌文化

が広まっていない地域もある。2000 年には、

北米が輸出総量の半分以上の 52%、次いで

アジアが 34%、西欧 9%であったことを鑑み

ると(東京税関 2010)、アジアや欧州での需

要が伸びていることがわかる。これは食の

グローバル化にともない、多くの輸入品が

日本へ流入する一方で、欧米にも日本の文

化が流入していることを意味する。次節で

は、輸出量全体に占める割合は低下してい

るが、いまだ高い需要があるアメリカ合衆

国、そして味噌の需要が堅調に伸びている

アジアとヨーロッパ諸国を取り上げ、味噌

の広がりについて詳しく検討する。 

 

 

 

 
 

 
図 2  日本における味噌の国・地域別輸出量の推移（2002-2012 年） 

（財務省「貿易統計」より作成） 

 



エクメーネ研究 3 号 

 

 5

3-1. アメリカ合衆国における味噌の広がり 

 図 2 や図 3 に示したように、アメリカ合

衆国への味噌の輸出量は 2000 年代初期から

他国を圧倒していた。おりしもアメリカ合

衆国への輸出量が最も多かった 2007 年は、

日本の大手味噌メーカーがグローバル化に

ともなってアメリカ合衆国に工場を増設し

た年でもある(青木 2010)。このころには、

現地で味噌が広く親しまれていることが読

み取れる。 

 時を遡れば、アメリカ合衆国で人々が味

噌を認知し始めたのは 1970 年代後半だと推

察される。当時のアメリカ合衆国では、肉

料理中心の生活による肥満や生活習慣病が

深刻な問題となっていた。ジョージ・マク

ガバンを委員長としたアメリカ上院栄養問

題特別委員会がこの問題を調査したところ、

食生活が原因で肥満や生活習慣病になった

アメリカ人の平均寿命は短く、医療費が高

額になっていることが判明した。当委員会

はこの結果を「アメリカ人の食生活は命を

奪う死病の元」というキャッチコピーを掲

げた『マクガバン報告書』3)(1977)として公

開した。その内容を要約すると、ガンや心

臓病などの増加は食生活の偏りから生じる

ものであり、肉、卵、乳製品、砂糖などの

摂取を控えた食事を取ることが正常な食生

活へとつながるというものである。そこで

理想的な食事法のモデルとして取り上げら

れたのが、日本の食事法であった。味噌は

その中で取り上げられ、脂質が少なく栄養

価が高いことから話題となったのである。 

これに前後して、1976 年に『The book of 

miso』が出版された。著者のウィリアム・シ

ャートレフらがこの中でアジアにおける伝

統食を紹介したが、これがアメリカ合衆国

 
 

 

 
注．欧州には，NIS 諸国を含む。 

 

総量 10,083t 

図 3  日本の味噌輸出先の地域別割合（2012 年） 

（財務省「貿易統計」より作成） 
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でベストセラーとなり、味噌ブームのきっ

かけを作った。また、アメリカ合衆国でボ

ストンを拠点にマクロビオティックを推奨

している久司道夫氏が、味噌を使った食事

法を紹介し注目を集めたことも味噌が普及

する契機となった。マクロビオティックと

は、食を含めた生活改善をすることで健康

を維持する考え方である。このように、味

噌はアメリカ合衆国において健康食として

その存在を確立していったのである。 

 

3-2. 東南・東アジアにおける味噌の需要 

拡大 

 日本の味噌輸出においては、上位 10 か国

以内に韓国、台湾、タイ、香港、シンガポ

ールの 5 か国・地域 4)が入っており、いわゆ

るアジア NIEs を筆頭に東南・東アジアで味

噌の需要が高い (図 2)。アジア NIEs だけで

なく、経済発展が著しいタイやベトナム、

マレーシアやインドなどのアジア新興国で

も年々、味噌需要が高まっている。この背

景として、主に 3 点があげられる。 

第一に、成長著しいアジア市場に活路を

見出し、日本の農産物や食品を積極的に展

開していこうという動きである。アジアは

世界でも屈指の人口をもつ中国やインドを

有し、巨大な消費市場としてその影響が大

きいとされている。アジア新興国では個人

消費が拡大しており、なかでも世帯可処分

所得が 5,000～35,000 ドル未満の中間層をタ

ーゲットとした市場が新たに注目を集めて

いる。加えて、将来的にも若い労働力と消

費力を基盤とした高い経済成長率は維持さ

れると予測されることから、多くの日本企

業が進出している。また、海外の食市場を

獲得するために、日本政府による農産品輸

出の支援政策や地方自治体の食料輸出支援

事業などさまざまな支援が行われている。

農林水産省は農林水産物や食品の輸出額に

ついて、2012 年の 4497 億円に対し、2020

年までに１兆円規模とすることを政策目標

に掲げている (農林水産省食料産業局輸出

促進グループ 2013)。地方自治体では、ジャ

パンブランドを確立するために、日本貿易

振興機構を中心に 2010 年 6 月末現在、28 道

府県で農林水産部や日本貿易振興機構など

を事務局とした輸出促進協議会が設立され

ている。 

第二に、アジアにおける富裕層を中心と

した日本食人気があげられる。他地域と同

様に、経済成長による生活水準の向上にと

もない、日本食を好んで食べる人が多くな

っている。元来、東アジアを中心として米

や大豆という共通の食文化があり、比較的

日本食を享受しやすい。東アジアでは、日

本食は一時的なブームから「定着化」しつ

つあり、日本食レストラン数も 6,000～9,000

店におよぶ(常陽地域研究センター 2011)。

先に述べた中間層は、将来の富裕層として

の可能性が見込めることから、今後一層の

味噌需要の拡大が期待されている。 

 第三に、東南・東アジアは地理的距離が

日本から近く、船や飛行機による物流も太

いことがあげられる。特に品質の維持の観

点から、味噌は冷蔵コンテナで運ばれる点

や、重量のあるものを効率よく運ぶことが

可能な点において、海上の物流が輸出量増

加に大きく影響している。 

 

3-3. ヨーロッパにおける味噌の広がり 

 2012 年度の財務省の貿易統計によると、

ヨーロッパにおける日本の味噌の輸出先は、

フランスが最も多く、次いでイギリス、ド

イツ、オランダ、スウェーデンが続く。欧

州への味噌輸出量は全体の 13.1%であるが

(図 3)、EU 諸国はそのうち 12.7%を占めてい

る。年々、味噌の需要は広がっているが、

ヨーロッパでは味噌そのものが注目され、

それが広がりを始めたのではない。ヨーロ

ッパにおける味噌文化の広がりは、1990 年

代から始まった「クール・ジャパン」と呼

ばれる日本文化のグローバル化とともに広

まった。クール・ジャパンという言葉は、

イギリスのメディア用語であるクールブリ

タニア 5)を日本様式に変えた呼び方とされ

ている(桑子 2009)。クール・ジャパンには、
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サブカルチャーと呼ばれるマンガやアニメ

以外にも、日本の作法や伝統工芸などの文

化も含まれている。これには食文化も含ま

れており、味噌も同様に広がった。 

 EU 諸国の中で、味噌需要の伸びが著しい

のはフランスである。フランスでは、2002

年には 80t であった日本からの味噌輸入量

が 2012年にはおよそ 5倍の 377tまで増加し

た。これは先に述べたクール・ジャパンの

ほかに、フランスで食における健康志向が

高まっており、パリを中心とした日本食レ

ストランの増加による味噌需要の拡大が要

因である(農林水産省 2009)。このほかにフ

ランスで味噌の輸入が増加した背景には、

フランス独特の流通体制に日本の食品メー

カーがうまく対応したことがあげられる。

フランスの食品商社は、合理性よりもメー

カーとの信頼関係を第一と考える傾向があ

り、信頼の構築なしにはフランスでの味噌

の大量販売が難しい。そこで日本の大手味

噌メーカーは、理想的な販売ルートの確立

のため、日本で活動しているフランスの商

社との関係を強め、彼らを通してフランス

の販路を開拓した。しかし、このような手

法は資本力の高い大手メーカーに限られて

おり、多くのメーカーは現地の商社との接

触を持つことが難しかった。そこで、中小

の味噌メーカーはフランスの流通商社とコ

ンタクトをとることができる展示会や見本

市を通じて販路開拓のきっかけを作ってい

った。見本市への参加は、自社の味噌の魅

力を伝えることができることに加え、直接

フランスの商社に自社の製品の特徴や、正

しい知識などが伝えることができるなどの

メリットがある(農林水産省 2009)。このよ

うな経緯から、味噌の需要の高いフランス

への輸出量が増えると同時に、展示会や見

本市の存在によって日本の食文化はフラン

スにとって一層身近な存在となった。 

 

 

4. 大手味噌メーカーによるグローバル化へ

の対応 

 

 味噌の生産量自体が低下している中で、そ

の消費量も年々減少している。総務省家計調

査によると、1 世帯あたりの味噌購入量は

1991 年には 9,400g、2001 年には 8,058g、2011

年には 6,204g とここ 20 年でおよそ 3 分の 2

までになった。バブル崩壊以降の景況不安に

よる消費の低迷や低価格志向が、味噌メーカ

ーにおける価格競争を一層厳しいものにし

ている。東京都区部の味噌の 1kg あたりの小

売価格をみると、1996 年に 366 円であったも

のが 2007 年には 313 円となっている(菊地ほ

か 2012)。味噌の原料である大豆は、近年、

食料備蓄政策を進める中国や BRICs での需

要の増加などのため世界的に価格が高騰し

ている。日本では大豆の多くは海外に依存し

ているため、この影響を大きく受けている。

しかし、菊地ほか(2012)によると、原料価格

の値上げ分が味噌の販売価格に上乗せでき

ない状況になっていることが指摘されてい

る。国内市場が縮小するなかで大手味噌メー

カーはこの状況にどのように対応している

のだろうか。2012 年度の国内シェア 3 位のひ

かり味噌株式会社(以下、H 社)と 1 位のマル

コメ株式会社(以下、M 社)を概観してみる。 

 H 社は原料価格の値上げに対応するため、

原料の調達方法に着目している。菊地ほか

(2012)によると、H 社はこれまで商社に仲介

料を支払い、商社を通じて原料の大豆を購入

していため仲介手数料がかかっていた。そこ

で、商社を介さずに海外との直接取引にする

ことで仲介コストを抑え、原料調達コストを

抑える仕組みを構築した。また、大豆のほか

に味噌の原料に不可欠な米の調達において

は、原価の安い MA (ミニマムアクセス)米を

積極的に導入し、原料コストを抑えることに

成功した。MA 米とは、1986 年から行われた

ウルグアイラウンドによって設けられたも

ので、国産米を保護するために高い関税を設

定する代償として一定量輸入しなければな

らない米を指す。以上のように H 社は、グロ

ーバル化による原料高騰に対して、原料にか

かるコストを下げることによって対応した
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のである。このような対応は、多額の費用か

つ長期的な投資が必要となるため、大規模経

営の企業に限られる。 

 次に取り上げる M 社は、業界最大手の味噌

メーカーであり、H 社とは異なる対応を行っ

ている。M 社はグローバル化に対応すべく、

クール・ジャパンによる味噌への関心の高ま

りを見据えて海外への進出を図った。新規顧

客の開拓を狙って 2007 年にアメリカ合衆国

に工場を設立した(青木 2010)。その結果、当

初の生産規模 500ｔから増設を重ねて現在は

2,000ｔにまで拡大した。また、バージンコン

シューマーと呼ばれるグローバル化による

これまでの既成概念にとらわれることのな

い団塊ジュニア以降の世代をターゲットに

絞り、簡易性を重視した液体味噌を開発し、

販売した。その結果、発売から 200 万本の売

り上げに対し、2012 年では 1000 万本もの売

り上げを記録している。このように M 社は、

新製品を打ち出すことによる新規顧客の獲

得という攻めの姿勢でグローバル化に対応

している。 

 

 

5. 中小味噌メーカーによるグローバル化へ

の対応 ―府中味噌の事例― 

 

5-1. 府中味噌の概要 

 府中味噌は江戸時代に製造の起源をもつ。

その原料は、広島県備後地方や岡山県北部の

大豆と、備後地方を流れる一級河川である芦

田川流域の米である。府中市は、広島県内で

は珍しく盆地で形成された地域である。ここ

は、高温多湿の気候や良質な水など質の高い

味噌を作る環境が整っている。 

渡貫(2008)によると、府中味噌が商品とし

て全国に出荷されたのは 1616 年のことで、

この地域の豪商であった大戸久三郎が府中

味噌の販売ルートを確立したことにある。江

戸時代の府中市は、山陽道と出雲道が通る場

所に位置する交通の要衝地であり、旅人や参

勤交代の大名が多く訪れていた。府中味噌は、

街道を利用する人々の土産物であった。大戸

久三郎から府中味噌を献上された福山藩(現

在の広島県福山市)の藩主であった水野勝成

が、参勤交代の諸大名にこれを薦めたところ、

全国各地に府中味噌、特に白味噌の存在が知

れ渡ったとされている(渡貫 2008)。また、府

中味噌協同組合(2009)によると、古くは白味

噌が奈良での博覧会で最高賞を獲得したこ

ともある。府中の白味噌の上質な味や品質が、

全国の特権階級に高く評価された。高級食品

としての地位を確立した府中味噌は、明治以

降も全国的に名を馳せていた。戦時中には、

府中味噌の栄養面が評価され、兵士の栄養補

給に使われるとともに、一般家庭では冠婚葬

祭の御馳走として振る舞われた。 

このように上流層から庶民までの幅広い

需要により、安定した生産が続いていた府中

味噌であったが、高度経済成長期からの産業

構造の変化や価格競争の激化、近代的な設備

を有した大手味噌メーカーの台頭により、そ

のシェアは次第に低下した。府中味噌メーカ

ーの数も昭和後期には 10 社あったが、2013

年現在は金光味噌株式会社、株式会社本家中

村家、浅野味噌株式会社の 3 社となった。府

中味噌メーカーにとって最大の打撃となっ

たのは、流通システムのグローバル化による

スーパーマーケット(以下、スーパー)の台頭

である。欧米の流通システムである大量生産

方式が導入され、大手味噌メーカーは食品商

社を通した販売を開始した。大量生産による

コストダウンが行われた結果、その製品は大

量に売ることに特化した小売店であるスー

パーに集約された。無論、スーパーは味噌の

ような加工食品以外も同様のルートから取

り寄せができるため、多種多様の安い商品が

揃っており、人々の消費活動もスーパーが主

流となった。このため、食費を低く抑えたい

という消費者の思いとのミスマッチや、わざ

わざ味噌だけのために味噌専門店に行かな

くてはならないという煩わしさから、府中味

噌の需要は減少していった。 

しかし、2008 年におきた中国の天洋食品に

よる中国製冷凍餃子中毒事件や 2011 年の東

日本大震災による放射能汚染などの問題か
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ら、消費者の食に対する価値観が変わり始め、

改めて地域の食品が見直されている。食品に

関しては、価格だけでなく質が消費者の価値

観の中で優先するものとなっている。府中味

噌は従来、食にこだわりのある人や富裕層が

主な顧客であったが、2008 年以降は子どもの

安全を第一と考える妊婦や主婦層を中心に

販売が増加している。これによって府中味噌

メーカーの中には、安全性や質の良さをさら

にアピールした味噌の製造を開始したとこ

ろもある。 

 

5-2. グローバル化に対応した金光味噌の取

り組み 

 府中味噌メーカーにおいて、唯一、グロ

ーバル化に対応した金光味噌株式会社(以下、

K 社)の取り組みをみていく。K 社は 1872 年

(明治 5 年)創業の老舗メーカーで、従業員

14 名の中小企業である(写真 1)。スーパーに

売り場を設けて販売しているだけでなく、

小規模ながら輸出の卸売を行っているため、

府中味噌メーカーの中では生産規模が最も

大きい。 

 詳しい年代や詳細な情報は企業秘密であ

るが、K 社は食のグローバル化を見据えて海

外に積極的に進出を図っている。その販売戦

略は、積極的な広報活動と有機味噌製造であ

る。海外で府中味噌を宣伝するため、K 社は

アメリカ合衆国カリフォルニア州のアナハ

イムで行われるアナハイム自然食品展に 3

年連続で出店している。国内市場の規模が縮

小している中で、海外の消費者は食への意識

を高めている傾向があり、大量生産では商品

化が不可能な質を求めるニーズが個人や個

人規模のレストランなどで多いためである。

現地でのイベントを活用した広報活動が功

 
 
 

 
写真 1 金光味噌の店舗の外観（2012 年 10 月 15 日 櫻木撮影） 
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を奏した結果、K社の海外への輸出量は 2000

年の味噌生産量のうちの 12〜13％から 2012

年の 17％にまで増加した。出荷先はアメリ

カ合衆国、フランス、ドイツ、スペインなど

の欧米が中心で、個人との直接契約が増加し

ている。 

また、もう一つの取り組みとしての有機味

噌製造であるが、K 社はアメリカ合衆国での

有機食品への関心の高まりを受けて有機味

噌の開発を始めた。完全無農薬の有機栽培原

料から味噌を製造し、1989 年に日本で初め

てアメリカ合衆国の有機食品認定機関であ

る OCIA (国際有機農作物改良協会)の認定を

受けた。当然ながら K 社は、前節で述べた

ような府中味噌の国内の客層の変化にも対

応し、有機 JAS の認定も受けている。このよ

うに国内外を問わず、規格に対応することで味

噌の質を向上させる企業努力が K 社の経営を

支えてきた。聞き取り調査によると、今後は

近場の韓国や米味噌の文化がなく食べ物に

厳しい戒律があるイスラム圏での販売も見

据えるなど、海外の新規顧客の獲得に動いて

いる。 

 

5-3. 地元での経営展開を貫く府中味噌メー

カー 

 府中味噌を製造する 3 社のうち、K 社は

グローバル化にともない海外展開による販

路拡大を進めてきた。一方で、残りの 2 社

はグローバル化に頼らない独自の対応を行

っていた。本節ではこれら 2 社を取り上げ、

同じ顧客層に対しての両者の経営戦略の違

いをみていく。 

1) 本家中村屋の例 

株式会社本家中村屋(以下、N 社)は、1946

年から続く府中味噌メーカーである。従業員

7 名で創業時から地元や個人の顧客をターゲ

ットとした零細企業である。大量生産ができ

ないため、スーパーなどの量販店での出張販

売は行っていない。N 社は、近年の味噌需要

の低下、消費者の低価格志向と原料価格の高

騰などに対応するため、生産コストを下げる

企業努力も行っている。例えば、米は低価格

である規格外の国産米ブレンドを使用して

いる。麦は一般的には大麦を使用するところ

を生産の限られている香川県産の裸麦を使

用している。しかし、大豆は北海道産の大豆

にこだわるなど、小売価格に応じた原料の吟

味を行っている。また、N 社の味噌製造の特

徴は、醸造の際に人工的に熱を加えない天然

醸造で作ることにある。これが、色がきめ細

かく香りが良い味噌を生み出すとされてい

る。このように、原料コストを下げる一方で、

高い技術力で味噌の品質を維持していると

いえる。 

また、流通、販売面に関して N 社は小規模

経営のため新たに大規模な投資をすること

が難しい。そこで、N 社独自の販路開拓の取

り組みを 2 つ行っている。１つは、地域との

交流事業である。地域の学校や企業、JA など

に味噌作り教室を行うもので、これは 2000

年から実施されている。これまでにおよそ

5,000～6,000 人以上が体験している。地域の

住民に地元の伝統的な食べ物を再認識して

もらうと同時に、新たな販路を広げることが

できる PR の場としての役目も担っている。 

二つ目は、共同流通販売である。N 社は同

業者２社のほかにも、食品以外の地域伝統産

業会社や地元企業との交流が広く、そのネッ

トワークを使った共同流通販売を進めてい

る。共同流通販売とは、N 社の社長と交流が

ある社長が経営している、地元で衣料製品を

売るジーンズ企画工房(株式会社ヤスダ)(以

下、J 社)と共同で販売をするものである。例

えば、顧客から J 社に製品の注文が行われる

場合、発送の際に N 社の府中味噌の試供品や

注文書、こだわりをまとめた案内書などのサ

ンプルを共に梱包し、商品を発送する。そし

て、J 社の商品を手に入れた顧客が N 社のサ

ンプルを試すことで、N 社の商品の販売促進

を狙うものである。これは、一般の客層には

あまり効果のない顧客獲得方法だが、こだわ

りの商品を希望する顧客には有効である。J

社も N 社と同様に大量販売できない代わり

に、こだわりのある製品を強みとしている。

また、それを購入する顧客もこだわりを求め
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ているため、客のニーズを両社の製品は満た

しているといえる。 

 以上のように N 社は、独自に 2 つの取り

組みを行っている。しかし、地元への出張

事業は伝統的な食べ物を再認識してもらう

効果はあるものの、直接的な利益の増加や

販路の拡大にはあまり効果がないのが現状

である。また、共同流通販売も正確なデー

タはなく、現段階での効果は不明である。 

2) 浅野味噌の例 

浅野味噌株式会社(以下、A 社)は、1904

年(明治 37 年)創業の K 社に続く府中味噌の

老舗メーカーである。N 社と同様に零細企

業であるため、スーパーでの出張販売は行

わない。A 社は個人の顧客をターゲットに

しており、販売も通販が多い。A 社で作る

味噌は味を重視しており、大豆は北海道や

北陸産と国産にこだわり、出汁を入れない

味噌作りが特徴である。 

A 社は、新規顧客を開拓するために大き

く 2 つの商品開発を行った。1 つは、フリー

ズドライ製法による新商品の開発である。

フリーズドライ製法とは、水分のある食料

品を乾燥させ、簡易性や保存性を高めた加

工技術である。一般のフリーズドライ製法

は、香りが無く塩分が高い一方で、味は化

学調味料で補っているが、A 社は天然醸造

した味噌を使用し、化学調味料も極力抑え

たフリーズドライ製品を製造している。フ

リーズドライ製法の味噌は、その簡易性か

ら若年層の売り上げ増加につながった。ま

た、子どもが独立し、多くの味噌が必要な

くなった 50～60 代の夫婦層での売り上げも

増加し、年間 70 万食になった。 

もう 1 つの商品開発は、味噌を使った独自

商品である。対象地域である広島県府中市に

は、地域の食ブランドとして B 級グルメの府

中焼きというお好み焼きがある。そのお好み

焼きに合う府中味噌を使ったソースを K 社、

N 社、A 社の 3 社で共同開発し、府中焼きの

普及による相乗効果を狙っている。しかし、

商品の取り扱い店舗はいまだ少ないのが現

状である。一方で、この味噌を使ったソース

が揚げ物などに合うという声が多く寄せら

れ、それに対応する形で A 社独自の味噌のソ

ースを開発した結果、味噌そのもののほかに

新たな味噌の活路を生み出した。このように

A 社は、高い技術と柔軟な発想で新商品によ

る新しい層の獲得を行っていた。 

そのほか、A 社の独自の取り組みとして N

社と同様に地域の人々との交流事業がある。

A 社は、蔵祭りと呼ばれる地域間の事業を年

に 1 回行っている。これは A 社の味噌蔵を開

放し、格安味噌の販売などのイベントを通し

て、地元住民に地域ブランドの再認識を保し、

A 社の PR につなげるものである。2009 年か

ら始まったこの事業は、当初の 3000 人から

2012 年には 6,000 人と増加しており、県外か

らも参加する人がいる。しかし、この事業に

よる直接的な利益は生じていないという。 

 

 

6. グローバル化による府中味噌への影響 

 

 これまでみてきたように、府中味噌のメ

ーカーは食のグローバル化に対応するため、

①販路の開拓による新規顧客の獲得、②地

域ブランドとしての確立、という戦略をと

っていることが明らかとなった。 

まず、販路開拓による新規顧客の獲得に

ついてであるが、この土台となっているの

は、高品質・高技術に裏付けされたこだわ

りの味噌の開発である。比較的早い時期に

海外へ進出するなどグローバル化に対応し

た K 社は、国内外で高品質味噌の認定を受

けている。また、N 社は原材料にこだわっ

た味噌を、A 社は味噌の品質にこだわるだ

けでなく、フリーズドライや味噌ソースな

ど高い技術を要する時代ニーズにマッチし

た製品を消費者に提供している。このよう

にこれまで培ってきた技術を生かしたメー

カーによる新商品の開発が、新たな顧客の

獲得につながっていったといえる。伊賀

(2007)によると、地元産や有機農法で生産さ

れた原料に安全性を求めた中小企業の取り

組みは、グローバル化への対抗運動として
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捉えられている。 

グローバル市場においては、大手メーカ

ーとの市場競合が中小メーカーにとって最

大の脅威となる。しかし、府中味噌のメー

カーは大手メーカーとは価格競争が生じに

くい関係を築いていた。このことは、吉田・

杉野(2011)の長野県須坂市における味噌・醤

油醸造業の研究においても言及があり、醸

造業は固定客への販売を中心に小規模経営

を行っているため、大手メーカーと市場で

の競合は生じないと指摘されている。大手

味噌メーカーは安価な味噌を大量生産し、

多様な流通体制で消費者に提供している。

そしてこれは低価格志向の消費者とマッチ

しているため、一般的な家庭を中心に広く

普及している。一方、府中味噌は大手では

大量生産が難しい高品質の有機農法によっ

て作られた原材料の製品や、国産に限定し

た原材料の製品を強みにしている。また、

求めるニーズも富裕層やグルメ、食の安全

性に敏感な人など、低価格の味噌よりも高

品質を重視する客層である。したがって、

価格よりも質を重視する客層に普及してい

る。このように食のグローバル化は、国内

外の味噌の消費者の二極化を引き起こして

いる。 

質を求める K 社は海外からの需要が増え、

新たに販路が増加した。大手味噌メーカー

は、グローバル化によって海外市場に進出

してくる大手同業者と常に価格競争を行わ

なければならない。生き残りをかけて新し

い市場や新製品、生産システムの見直しな

ど常に開拓し続ける必要に迫られるだろう。

これは、中小企業どうしの競争でも同様の

ことがいえる。しかし、府中味噌メーカー

の 3 社においては、過度な価格競争は生じ

にくいと考えられる。消費者が府中味噌に

重要視するものは府中味噌メーカーそれぞ

れにある質や原材料、製法に対するこだわ

りである。つまり、競争は生じるが消費者

個人が、それぞれの会社の味噌のこだわり

を求めて消費行動をするためリピーターに

なりやすく、少量ながらも安定的な消費が

期待できる。 

次に、N 社や A 社がとった戦略としての

地域ブランドの確立についてであるが、こ

れはグローバル化に対抗するための必然的

な条件であったように考えられる。海外に

進出した K 社とは異なり、N 社や A 社は縮

小している日本の味噌市場でいかに顧客を

確保するかが課題となる。吉田・杉野(2011)

でも醸造業は地域内での流通に依存してい

ることを明らかにしており、N 社や A 社も

地元やその周辺の古くからのお得意さんと

の取引の継続や新規お得意さんの確保が必

要となる。そのため、地域の人々との交流

事業によって地元消費者に地場産業を再認

識させるとともに地元との連携の強化を図

って地域ブランドの認識を高めている。こ

れによるリピーターの確保と上記のもう一

つの戦略とがうまく循環することが、中小

メーカーの生き残りに大きく影響している

といえよう。 

以上のように、府中味噌はグローバル化

の影響により、今まで以上に品質を重視し

た方針に転換しながら、グローバル化に適

応していることが明らかとなった。また、

府中味噌メーカーは海外市場に進出した企

業とできない企業とに分化しつつ、海外進

出しない企業は地元とのつながりの強化を

図ることで生き残りを模索していた。 

 

 

7. おわりに 

 

 本研究では、食のグローバル化による伝

統食品産業への影響を明らかにするために、

味噌を取り上げ、世界における味噌の需要

の変化や府中味噌メーカーの対応について

検討した。その結果、世界での味噌の需要

は経済成長が著しい地域で高まっていた。

世界の食市場が 340 兆円規模といわれるな

かで、2012 年の日本の農産物・食品の輸出

額は 4497 億円にすぎない。今後より一層の

成長が期待できる新市場への進出に向けて、

日本の味噌メーカーによる積極的な展開が



エクメーネ研究 3 号 

 

 13

待たれる。また、中小企業である府中味噌

メーカーは進む食のグローバル化に対し、

商品の品質を武器に海外や地元で経営を展

開していた。海外進出を果たしているメー

カーは、東日本大震災の風評被害や経済情

勢などの世界の動向に敏感になっている。

相手国と正しい情報を共有するためにも、

取引先との情報環境などを整える必要があ

る。また、日本の食品の質は海外で高く評

価されているが、その調理方法が浸透して

ない現状がある。今後は、相手国の食文化

に合わせた調理法の提案も味噌の販売と同

時に推進していく必要があろう。海外市場

をターゲットにしていない府中味噌メーカ

ーでは、共通した取り組みとして地域との

連携や 3 社共同の商品開発があった。しか

し、その効果は現時点では収益に大きく反

映されていない。今後は、食育を含めた継

続的な発信を行うことで、地域ブランドと

してさらにその地位を確実なものにしてい

くことが課題といえる。 
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注 

 

1) 日本で誕生したものか、または中国から伝

来したものか諸説あるが、平野(1985)によ

ると、日本の学者の説では、朝鮮渡来説が

有力である。また、平安時代の辞書である

「和名類聚抄」においては、味噌と醤油は

明確な区別されていなかった。 

2) 菊地ほか(2012)でも指摘されているよう

に、1994 年のデータは生産量ベース、2000

年と 2008 年は販売量ベースのため単純比

較はできないが、少なくとも2000年と2008

年の傾向は見て取れる。 

3) 本報告書名は俗称で、正式には『Dietary 

goals for the United States』(1977)である。 

4) 財務省貿易統計による 2012 年度実績では、

これらのほかに日本から味噌を輸入して

いる国・地域は、中国、ベトナム、フィリ

ピン、マレーシア、インドネシア、インド、

マカオ、モンゴルのみである。 

5) 桑子(2009)によると、「ルール・ブリタニ

アという愛国的な歌のタイトルのもじり」

である。 
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